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１．研究計画の概要 
本研究は、成人期で知られている対人葛藤処
理方略の文化差の発達過程を明らかにする
ことを目的としている。そのために、日米中
韓の 4ヵ国で横断研究を行い、文化差の出現
時期を明らかにする。さらに日中韓の 3ヵ国
で縦断研究を行い、文化差の出現時期を確認
する。縦断研究では、合わせて、親に対する
面接調査で社会化方略を測定し、親子相互交
渉の観察を行うことで、文化差の発達にかか
わる要因を明らかにする。子どもの対人葛藤
処理方略の発達には、親による社会化要因の
ほかに、子どもたちが目にするメディアや子
ども同士の仲間による社会化や保育者の影
響を想定することができる。それらの影響を
明らかにするために、家庭で視聴しているメ
ディアの内容分析と、保育機関における子ど
も同士の葛藤場面の観察や葛藤場面におけ
る保育者の行動についても分析を行う。 
 
２．研究の進捗状況 
平成19年度には、日本、中国、韓国で、3歳児
、4歳児、5歳児、6歳児、8歳児の対人葛藤処
理方略の測定を行った。平成20年度には、ア
メリカの子どもの対人葛藤処理方略の測定を
行った。その結果、すでに3歳時点で日米中韓
の子どもの対人葛藤処理方略に違いがあるこ
と示された。そのような文化差は維持されな
がら、発達ともに減少したり増加することが
わかった。アメリカの子どもは、対人葛藤状
況でより自己主張的な行動と相手との妥協が
多く、発達的には自己主張から妥協へと推移
する。中国の子どもは相手に従うと同時に相
手との統合を図ろうとする傾向があり、いず
れも発達的に増加するように推移する。韓国

の子どもは妥協が多く、発達的には増加する
傾向がある。日本の子どもは、発達的には増
加する傾向があるが、妥協と統合が少なかっ
た。アメリカの子どもに比べ、日中韓の子ど
もは支配や自分の思い通りに行動する傾向が
少なかった。これらの結果は、成人期で見ら
れる対人行動の枠組みとある程度対応すると
考えられる。 
平成20年度からは、日中韓の3歳児と5歳児を
対象に縦断研究を開始した。合わせて、子ど
もの対人葛藤処理方略の文化差を生みだす要
因を明らかにするために、親の社会化方略や
親子相互交渉の比較を行った。平成21年には
、日韓の2年目の測定を行い、平成22年度には
、中国の2年目の測定を行った。現在、収集し
た縦断データの分析を集中的に行っている。 
平成22年度には、研究成果を一般市民に公開
するために国際シンポジウムを開催する予定
になっている。 
 
３．現在までの達成度 
②おおむね順調に進展している。 
（理由） 
第 1に、対人葛藤方略の文化差の出現時期を
特定するための横断研究を行い、3 歳時点で
日米中韓の子どもの対人葛藤処理方略に文
化差があることを示すことができた。この結
果は、日中韓という東アジア内の文化差が非
常に早い時期に出現していることを示した
世界で初めてのものである。第 2に、日中韓
の 3 歳児と 5 歳児をそれぞれ 1 年間追跡し、
3 歳から 6 歳までの対人葛藤処理方略の発達
を明確にするために必要なデータを収集で
きた。中国の 2年目の追跡データは、新型イ
ンフルエンザの影響で、予定していた平成 21
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年度には終了しなかったが、それも平成 22
年 4月から 5月に終了予定である。これらの
データを、平成 22 年度に集中的に分析する
ことで、対人葛藤処理方略の文化差の発達を
明らかにするという本研究の目的を十分に
達成できると考えられる。 
 
４．今後の研究の推進方策 
本研究の結果、対人葛藤処理方略の文化差の
出現時期が、従来の研究成果から予想される
時期より早く、3 歳にはすでに文化差が認め
られることが明らかになった。この結果から、
今後の研究課題が 2つ浮かび上がる。一つは、
3 歳以前のいつから対人葛藤処理方略の文化
差が出現するのかを明らかにすることであ
る。1 歳半から 2 歳過ぎまでの反抗期が候補
と考えられる。もう一つは、3 歳時点から見
られる対人葛藤方略の文化差が最終的に成
人期に見られる文化差につながるのかどう
かを明らかにすることである。そのために、
追跡する時期をさらに延長する必要がある。 
 
５. 代表的な研究成果 
（研究代表者、研究分担者及び連携研究者に
は下線） 
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